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途は，ASP（Application Service Provider）や iDC
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（注15） CCC については，https://www.ccc.go.jp/ を参照され
たい．
（注16） 情報セキュリティに関する文理融合型の研究の必要性
およびこの分野における簡単な先行研究については，竹村
（2007a, 2008）などを参照されたい．
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